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発言テーマ 地方における産科、小児科医不足問題を全国的な運動に位置づけてほしい。 
  
発言内容 
 
 前回の発言通告でも触れたが、岩手県立釜石病院での分娩が 2021 年 10 月から休止となり、

釜石医療圏内で出産を扱う施設が皆無となったことは、地域住民のみならず県内に衝撃が広が

った。その後、胆江医療圏（奥州市、金ケ崎町）でも分娩を扱う施設がゼロとなり、本県における分

娩の体制は危機的状況となっている。 
 
 現在、広い岩手県内で分娩を扱う医療機関は開業医も含めて 22 か所と、2011 年の 39 か所か

ら半数近く減少している。県内でも「妊産婦交通費及び宿泊費助成事業」という形で、妊産婦がそ

の市町村外に通院するための交通費や出産待機の宿泊費の助成などを行っている市町村もあ

るが、地元で出産できないという不安は、出産や子育てをする意欲への足かせとなっており、岩

手県の少子化に拍車をかけているともいえる。 
  
 根本的な解決には産科医を増やして分娩を扱う医療機関を増やすことが重要であるが、労働時

間の長さや訴訟リスクが高いとのイメージもある。併せて、上記地域で産科施設がなくなった理由

として、緊急時に対応できる常勤の小児科医がいなくなったことが挙げられている。少子化対策と

して分娩を扱う施設を増やすためには、小児科医も増員が必要となる。 
 産科医、小児科医の増員のためには、人口減と少子化による医院経営の先行きの不安、改善

の兆しが見えない低診療報酬、そこにコロナ禍による患者減と物価高による経費の増加が追い

打ちとなっている厳しい医院経営を大きく改善させ、国をあげて志のある医師をサポートする体

制が必要である。分娩できる施設がなくなればその地域で子育てをする人も減少し、経営や人員

的な問題から、さらに医療機関も減るという悪循環に陥ることになる。 
  
 岩手県では産科医養成のため、2 年前から県立病院の産科医師を希望する学生に就学資金と

して月額 40 万円の貸付を始めた。私立大の学生などが対象で、県立病院等で分娩を扱う業務に

臨床研修期間も含めて 9 年間従事することで返還が免除され、今年の募集は 2 名となっている。

また、国保連合会が実施している医師養成修学生についても、来年度の募集から診療科枠を設

定する方向で検討している。このように、特定の診療科、特に少子化対策との融合性が高い産

科、小児科医師養成のための方策を、各自治体ではなく、国として取り組むよう、保団連の運動に

位置づけていただきたい。短期間で結果が出るものではないので、早急な取り組みが必要であ

る。 
 
 また、短期的には、上述した「妊産婦交通費及び宿泊費助成事業」も必要なものと考える。金銭

的なものはもちろんのこと、第２子、第３子にも対応できるよう、付添人だけではなく、遠方の親族

に預けるための子どもの宿泊交通費など、実施自治体の事例とか各協会がそれぞれの自治体

に要請できるような資料などを提案してほしい。 
  
  
 


